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計画に関する基本事項 

令和２（2020）年 11月、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正

する法律」（以下「地域交通法」という）が施行され（図１ ）、地方公共団体が交通事

業者等と連携して「地域公共交通計画」を作成し、多様な輸送資源の活用による移動ニー

ズへのきめ細やかな対応や、公共交通サービスの改善により、持続可能な交通サービスの

提供を確保することが示されました。 

近年、公共交通の利用者の減少や運転士の不足により、バスやタクシーといった公共交

通サービスの確保が厳しさを増しています。東京都市圏パーソントリップ調査の結果では、

昭和 43（1968）年の調査開始以来、平成 30（2018）年に初めて総移動回数が減少に転じ、

都市交通政策は転換期を迎えています。加えて、幅広い世代のライフスタイルや働き方の

変化、運転免許証の自主返納の増加、運転士の労働時間の上限規制に伴ういわゆる 2024

年問題による運転士不足の深刻化など、環境の変化に対応しながら交通サービスの提供を

確保することが難しい局面を迎えています。 

また、令和６（2024）年４月には改正障害者差別解消法が施行され、障害のある人への

合理的配慮の提供が一層求められています。 

公共交通は、誰もが日常生活を送る上で必要不可欠であるとともに、人々の外出を促し、

健康増進やまちの価値の向上など多面的な効果をもたらすものであることから、市域全体

で地域に適した交通サービスの充実を図るため、地域交通法に基づく「横浜市地域公共交

通計画」（以下「計画」という）を策定します。

図１―１ 地域交通法の概要 
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横浜市全域とします。

図１－２ 計画の位置づけ 
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